
共謀罪　平成の治安維持法－１９３３年、治安維持法により弾圧
された当事務所の為成養之助弁護士
当事務所に在籍していた為成養之助弁護士（享年９２歳）は、長崎地裁の裁判官時代、出版物の購読などを行う文化サークルに入っていた
ところ、当局による市民監視が先鋭化する中で、１９３３年２月下旬、治安維持法違反容疑で身柄を拘束され懲役５年（控訴審で懲役３年
に減刑）の実刑判決を受けました。当時、各地の裁判官や裁判所職員が、治安維持法により摘発され弾圧されました。プロレタリア文学の
代表作とされる「蟹工船」の著者、小林多喜二が特高警察によって検挙され、警視庁築地署で、拷問、虐殺されたのも１９３３年２月のこ
とです。
戦後、為成さんは、法曹資格を回復し、当事務所で弁護士として活躍しました。当事務所の同僚だった村井勝美弁護士は、長崎新聞の取材
に応え「『共謀罪』は、平成の治安維持法。信念に従って行動しても、警察に逮捕されるような、そんな暗黒の時代がまたやって来る。」
と述べています。
６月１５日、共謀罪（改正組織的犯罪処罰法）が、与党の強行採決により可決、成立しましたが、暗黒の時代へと逆戻りさせる共謀罪を、
市民の力で、撤廃させる取組を続けていく必要があります。ご協力ください。（弁護士　猪股　正）

【為成弁護士についてはこちらをご覧下さい。】

『埼玉総合法律事務所 40年の歴史』
『事務所設立４０周年目を迎えて（弁護士　梶山　俊雄）』

 

長崎新聞　2017年(平成29年)6月11日(日)付
　弾圧受けた為成・元長崎地裁判事　
　「共謀罪　平成の治安維持法」
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6/23（金）､24（土）臨時休業のお知らせ
6月23日(金)、24日（土）は所内研修のため、臨時休業とさせていただきます。

皆様方には大変ご迷惑をお掛けいたしますが、何卒よろしくお願い申し上げます。

7/26　暉峻淑子さん特別講演「生活者の財政へ －格差社会
を超える『対話の力』－」のご案内
新著「対話する社会へ」（岩波新書）を出された暉峻淑子さんの特別講演が開催されます。
公正な税制を求める市民連絡会主催の学習会第１０回特別企画です。

日時：２０１７年７月２６日（水）１８時３０分～２０時３０分
場所：主婦会館プラザエフ地下１階・クラルテ（ＪＲ四ツ谷駅麹町口前・徒歩１分）
講師：暉峻淑子さん（埼玉大学名誉教授。著書「対話する社会へ」岩波新書ほか多数）
テーマ：「生活者の財政へ －格差社会を超える『対話の力』－」

内容：能力に応じてみなでお金を出し合い、生活の土台を支える「共有財産」を作っておくこと、それが税金の本来の目的のはずです。と
ころが、政府は、大企業や富裕層に大きな減税をする一方、庶民に対しては増税と社会保障の削減を行いました。そのため、自己負担に耐
えきれない私たちの生活と社会は破壊されつつあります。この流れは、今後いっそう強まるでしょう。
国の財政は、私たちが政府に預けたお金であり、病気や失業などに備え、前もって収入の一部を共同で積み立てておいて、いざというとき
にその積立金を使って、お互いを助け合うためのものです。
暉峻さんは、格差を助長する国家システム－税と社会保障の問題を指摘され続け、共有する社会システム（社会保障制度や社会資本など）
について、税や保険料の拠出者である私たち市民が互いに話し合い政府に異議申し立てと提案をする「討議デモクラシー」の重要性を指摘
してきました。
この学習会において社会の分断・対立や格差社会を超えて、生活者の財政を構築し、公正な社会を実現するために、私たちひとりひとりが
できることを、一緒に考えてみませんか。

資料代：１０００円（経済的に困難な方は無料）
＊事前予約不要
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＊チラシのダウンロードは→　こちら

事務局連絡先　弁護士　猪股正
さいたま市浦和区岸町7-12-1東和ビル4階　埼玉総合法律事務所 ℡048-862-0355　fax048-866-0425
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6/7(水)、6/9(金)、6/13(火)弁護士会主催・共
謀罪に反対する市民集会が開催されます
５月２３日の衆院本会議において、いわゆる共謀罪法案が可決されました。  共謀罪が制定されると、国民の知る権利が侵害される危険が
高まるだけでなく、表現活動、集会・結社の自由が脅かされ、民主主義の根幹が揺るぎかねません。

なにより刑事司法との関係で、構成要件が不明確であり罪刑法定主義に抵触する本法案の制定によって、人質司法の一層の強化が非常に懸
念されます。

当会では５月２３日の定時総会において全会一致で、「共謀罪創設に反対する総会決議」が承認・可決されました。これを受け、このたび
下記の通り、急遽、３つの共謀罪に反対する市民集会を開催いたします。

 

共謀罪の成立を断固阻止するため、 是非とも一人でも多くのみなさまのご参加をお願いいたします。

 

① ６月７日共謀罪に反対する市民集会（川越）

講演：雨宮処凛さん（作家）

日時：平成２９年６月７日（水）午後７時開演（午後６時３０分開場）

会場：ウェスタ川越１F 多目的ホール（←クリックすると地図が出ます。）

※入場無料（事前申込不要）

 

② ６月９日共謀罪に反対する市民集会（浦和）

講演：加藤健次弁護士（第二東京弁護士会、衆議院法務委員会参考人）

日時：平成２９年６月９日（金）午後７時開演（午後６時３０分開場）

会場：浦和コミュニティセンター多目的ホール（←クリックすると地図が出ます。）
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※入場無料（事前申込不要）

 

③ ６月13日共謀罪に反対する市民集会（越谷）

講演：木村草太さん（首都大学東京教授）、雨宮処凛さん（作家）

日時：平成２９年６月１３日（火）午後６時３０分開演（午後６時開場）

会場：越谷コミュニティセンター小ホール（←クリックすると地図が出ます。）

※入場無料（事前申込不要）

 

 

主催：埼玉弁護士会

 

http://www.suncityhall.jp/info/post_27.html
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チラシはこちら⇒①6月7日共謀罪に反対する市民集会　②6月9日共謀罪に反対する市民集会　③6月13日共謀罪に反対する市民集会
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注目の判例の記事が更新されました
相続に関する判例です。是非、ご一読下さい。

『預金も遺産分割の対象に－最高裁判所大法廷決定平成２８年１２月１９日』
『相続税節税目的での養子縁組を無効ではないと判断した事案－最高裁判所第三小法廷平成２９年１月３１日判決』

アップルの空飛ぶ魔術―失われた2000億円余の税収・連載
第6回「魔法で消えた1兆円」
第６回　魔法で消えた1兆円

アップル社が使った魔法の数々は同社が当然負担すべき税を大きく軽減することに貢献しました。第1の魔法によって南北アメリカ大陸を
除く諸外国で得た利益はアイルランドに移転され、ほとんど無税となりました。

その仕組みによって最も影響を受けたのはアメリカ以外の諸国の税収です。アメリカ上院の調査によると、例えば2011年に、アメリカ
はアップルの全世界の課税前利益の30％を得、残りの70％はアメリカ以外の諸国が得ています。その内訳はアイルランド64％、その
他諸国6％となっています。一方アップル製品の消費者の分布をみると、アメリカ39％に対してその他諸国が61％を占めていますが、
その内訳はアイルランド1％、その他諸国60％となっています。

つまりアイルランドには消費者が1％しかいないのに、全世界の利益の64％が集中しているのです。逆に言えばその他諸国には消費者
が60％もいるのに、利益は6％しか配分されていないのです。このギャップはアメリカ以外の大半の諸国で生まれた巨額の利益の大半が、
アイルランドに移転させられたことを物語っています。その結果、アメリカ以外の諸国（日本を含む）では、当然得られるべき巨額の税収
を奪われているのです。

例えば直近（2016年）の年次報告書で見ると、アップルのアメリカ以外の課税前利益は411億㌦（約4.5兆円）ですが、同地域で
の納税額はわずか21.4億㌦（約2350億円）です。その負担率はわずか5.8％という低さです。最近10年間（2007
年～2016年）をとると、税引き前利益の合計2367億㌦（約26兆円）に対して、納税額は95.4億㌦（約1兆円）で、負担率は
年平均でわずか4％と、無税に近い負担率です。
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このアップル社の世界的税逃れ戦略は、アメリカ以外で生じた利益をアイルランドに集中し無税化するもので、もちろん日本も例外ではあ
りません。日本から奪われた税収は、このシリーズの第1回で述べたように、2016年だけで2300億円前後に上ります。最近5年間
（2012年～2016年）をとると、失われた税収は1兆円を上回る計算になります。1社だけによる税収ロスとしては無視できる大き
さではありません。

伊須 慎一郎弁護士、南木ゆう弁護士が携わった【戸田市旅費返
還請求事件】 の記事が各社に掲載されました。

『NHK 2017年5月24日掲載：戸田市議海外視察費 返還命じる（NHK 　NEWS WEB）』
『TBS 2017年5月24日掲載：戸田市議海外視察、旅費の返還命令 さいたま地裁  （TBS NEWS）』
『テレビ埼玉 2017年5月24日掲載：戸田市議5人の海外視察費　全面返還命令（テレ玉 – Yahoo!ニュー
ス）』
『埼玉新聞 2017年5月24日掲載：戸田市議海外視察、旅費の返還命令 さいたま地裁  （埼玉新聞）』
『読売新聞 2017年5月24日掲載：「市議の豪派遣不適切」市長に旅費返還請求命令 （読売新聞web）』
『毎日新聞 2017年5月24日掲載：埼玉・戸田５市議：海外視察で旅費返還、地裁が市長に命令（ 毎日新聞web）』
『産経ニュース  2017年5月25日掲載：戸田市議５人の豪視察は実質的な海外旅行　市民団体、市長に費用の返還請
求命令　埼玉 （産経ニュース）』
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『朝日新聞  2017年5月25日掲載：戸田市議の豪派遣「不合理」 （朝日新聞デジタル）』

6/13 日弁連シンポジウム「最低賃金引上げには何が必要か？
法制度と運用面の課題を探る」
日弁連貧困本部企画のシンポジウムのご案内です。
貧困と格差の拡大に歯止めをかけるために、最低賃金の大幅な引上げが必要です。是非、ご参加を。
参加無料・事前申込み不要です。

詳細は日弁連ホームペー
ジ→https://www.nichibenren.or.jp/event/year/2017/170613.html

日本弁護士連合会は、最低賃金の大幅な引上げが貧困問題を解決する上で、もっとも重要な課題の一つと位置づけ、２０１１年６月１６日
付け「最低賃金制度の運用に関する意見書」を公表し、２０１３年８月２日付け「最低賃金額の大幅な引上げを求める会長声明」以降、毎
年、繰り返し、最低賃金額の大幅な引上げを求めてきました。

政府も、２０１０年６月１８日に閣議決定された「新成長戦略」において、２０２０年までに「全国最低８００円、全国平均１，０００円」
にするという目標を明記し、２０１５年６月３０日に閣議決定された「『日本再興戦略』改訂２０１５」等においても、中小企業・小規模
事業者への支援を図りつつ最低賃金額の引上げに努めるべきことを明記しています。

最低賃金の引上げをめぐっては、特に地域経済や中小企業の経営や雇用への影響が議論されてきました。日本弁護士連合会は、最低賃金の
引上げについての調査・分析のため、青森県及び鳥取県の実情を調査し、最低賃金についてのパンフレットも作成しました。

今回のシンポジウムでは、これまでの調査結果についての報告をするとともに、そこから浮かび上がった法制度上および運用面での課題に
ついて、専門家等を交えて議論し、皆さんと一緒に考えたいと思います。多くの皆様のご参加をお待ちしております。

日時
２０１７年６月１３日（火）　１８時００分～２０時００分
場所
弁護士会館２階　講堂「クレオ」ＢＣ →会場地図
（千代田区霞が関１－１－３　地下鉄丸ノ内線・日比谷線・千代田線　「霞ヶ関駅」Ｂ１－ｂ出口直結）
参加費・受講料
無料
内容（予定）
[基調報告]
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日本弁護士連合会貧困問題対策本部委員
「青森県・鳥取県調査報告（結果）について」

[パネルディスカッション]
藤田 安一氏 （鳥取大学名誉教授（鳥取地方最低賃金審議会元会長）
神吉 知郁子氏 （立教大学准教授）、エキタスの方

[会場発言]

PDFファイルチラシ (PDFファイル;540KB)
申込方法
事前申込不要
主催
日本弁護士連合会
問い合わせ先
第二東京弁護士会　人権部人権第一課
ＴＥＬ　０３－３５８０－９８５７
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http://saitamasogo.jp/wp-content/uploads/2017/05/aae55a3a3994ad4c51d3337ed918f1b5.png


本日の埼玉新聞【わたしの視点  共謀罪】に当事務所の  伊須
慎一郎 弁護士の記事が掲載されました。
埼玉新聞　2017年(平成29年)5月17日(水)付

　共謀罪　わたしの視点「市民活動の抑圧危惧」

埼玉新聞・290517(PDF)
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アップルの空飛ぶ魔術―失われた2000億円余の税収・連載第
５回「ふたたび旅へ」
第５回　ふたたび旅へ

アイフォーンなどアップル製品は実際には中国で製造され、組み立てられ、直接、消費国に配送されます。しかし帳簿上では余計な回り道
をして、はるか離れたアイルランドの子会社（ASI）が完成品の最初の購入者となります。ASIは購入した製品を各国の消費者向けに
再販売することになります。

ヨーロッパ、アフリカ、インドなどに対してはもう一つのアイルランド子会社ADIを通じて、日本を含むアジア向けはシンガポール子会
社を通じて消費者の手に届けられます。カリフォルニアから始まったアップルの旅は、アイルランドで一息つく暇もなく、ヨーロッパ諸国、
アフリカ諸国へと、あるいはユーラシア大陸を超えてアジアへと、はるかな旅にふたたび飛び立つのです。

しかしこの旅は最初のアイルランドへの旅と同じく、普通の旅ではありません。アイルランド子会社もシンガポール子会社など消費国に届
くまでの中継子会社も、すべて多国籍企業アップルのグループ内の子会社です。グループ内の子会社どうしの取引は、貿易という形をとっ
ていても、その取引は同一会社内の内部取引なので、その価格を自由に決めることができます。

アイルランド子会社ASIは、中国で生産された製品を安く購入する一方、消費国には高い価格で販売することによって、利益の大半を手
元に集中していたのです。これが移転価格による利益の移転です。こうしてヨーロッパ諸国や日本などで生じた販売利益を、アイルランド
子会社に集中することができたのです。これが魔法の第3です。

それだけではありません。アイルランドのアップル子会社は、どの国にも居住しない法人になりすますことによって、どの国からも課税さ
れない「無国籍法人」と化しました。

法人に対する課税方式として、法人が設立された国が課税するという考え方（本店所在地主義）と、法人を管理・支配している国が課税す
るという考え方（管理支配地主義）とがあります。アメリカや日本は前者の考え方をとっていますが、アイルランドは後者の考え方をとっ
ています。

AOI、AOE、ASIなどのアップル社のアイルランドにある子会社は、アイルランドで設立されていますが、同国での管理・運営の実
態はありません。例えばAOIには三人の取締役がいますが、そのうち二人はカリフォルニアに居住しており、取締役会はほとんどカリフォ
ルニアの本社で開かれています。ASIの取締役会も同様にカリフォルニアで行われています。

https://saitamasogo.jp/archives/69654
https://saitamasogo.jp/archives/69654


これらの事実はアイルランドの子会社に対する管理・支配はアメリカで行われていることを意味しています。したがってアイルランドでは
課税されることはありません。他方これらのアイルランド子会社は、アメリカで設立された会社ではないので、アメリカでも課税すること
ができません。結局、アイルランドにあるアップル子会社は、税の上ではどこの国にも居住しない「国籍なき企業」として扱われ、どこの
国の課税権も及ばないことになっているのです。これが魔法の第4です。

（公正な税制を求める市民連絡会幹事・合田寛）

連載第４回　「消された」子会社は　→　こちら

http://tax-justice.com/?p=621

